
○ 事業規模については、

・次の５年間（令和８～12年度）は、１．９兆円程度、
・震災から令和７年度までは、３３．０兆円程度、

これらを合わせて、令和12年度までで、３４．９兆円程度と見込まれる。

○ 財源については、３４．９兆円程度となり、事業規模と見合うものと見込まれる。
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※ 今後、さらなる物価高騰や新たな政策課題が
生じた場合には柔軟に対応する。
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被災３県の事業規模（見込み）

福島県 １．６兆円程度

岩手県 ０．１兆円程度

宮城県 ０．１兆円程度



第３期復興・創生期間（令和８年度～12年度）の事業規模（見込み）１．９兆円程度の内訳

① 被災者支援 ０．１兆円程度

② 住宅再建・復興まちづくり ０．２兆円程度

③ 産業・生業の再生 ０．２兆円程度

④ 原子力災害からの復興・再生 ０．７兆円程度

⑤ 創造的復興 ０．３兆円程度

⑥ その他（震災特交など） ０．４兆円程度

合 計 １．９兆円程度
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